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(57)【要約】
【課題】生産性を上げることが可能な組立装置及びこの
組立装置の制御方法を提供する。
【解決手段】本技術の一形態に係る組立装置は、作業台
と、第１のロボットと、第２のロボットと、コントロー
ラとを有する。作業台は、複数のワークが載置される載
置面を有し、円周に沿って配列された複数の作業領域へ
複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる。第１の
ロボットは、円周の内側に配置され、複数の作業領域に
アクセス可能に構成される。第２のロボットは、円周の
外側に配置され、複数の作業領域のうち少なくとも１つ
の作業領域にアクセス可能に構成される。コントローラ
は、複数の作業領域のうち所定の複数の作業領域上のワ
ーク各々に対して一定時間内における所定の処理を第１
のロボットに実行させ、所定の複数の作業領域のうち少
なくとも１つの作業領域上のワークに対する第１のロボ
ットの処理を補助する動作を第２のロボットに実行させ
るように構成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数の作業領域へ前
記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる作業台と、
　前記円周の内側に配置され、前記複数の作業領域にアクセス可能な第１のロボットと、
　前記円周の外側に配置され、前記複数の作業領域のうち少なくとも１つの作業領域にア
クセス可能な第２のロボットと、
　前記複数の作業領域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々に対して前記一定時間
内における所定の処理を前記第１のロボットに実行させ、前記所定の複数の作業領域のう
ち少なくとも１つの作業領域上の前記ワークに対する前記第１のロボットの処理を補助す
る動作を前記第２のロボットに実行させるように構成されたコントローラと
　を具備する組立装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の組立装置であって、
　第１の部品を収納する部品収納部をさらに具備し、
　前記所定の複数の作業領域は、前記ワークに前記第１の部品が組み付けられる第１の組
立領域を含み、
　前記コントローラは、前記第１のロボットと前記部品収納部との間に設定された中継位
置へ前記第１の部品を前記部品収納部から搬送する動作を前記第２のロボットに実行させ
、前記中継位置に搬送された前記第１の部品を取得し前記第１の組立領域で前記ワークに
組み付ける動作を前記第１のロボットに実行させる
　組立装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の組立装置であって、
　前記中継位置に配置され、前記第１の部品を支持可能な部品支持台をさらに具備する
　組立装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の組立装置であって、
　前記所定の複数の作業領域は、前記ワークに第２の部品が組み付けられる第２の組立領
域を含み、
　前記コントローラは、前記第２の組立領域で前記第２の部品を前記ワークに組み付ける
動作を前記第２のロボットに実行させる
　組立装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の組立装置であって、
　前記コントローラは、前記所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する前記第１のロ
ボットによる所定の処理が前記一定時間内に遂行可能か否かを判定し、遂行不可能と判断
したときは、前記第１のロボットに代わって前記第２のロボットに前記所定の処理を実行
させる
　組立装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の組立装置であって、
　前記円周の外側に配置され、前記所定の複数の作業領域とは異なる作業領域上の前記ワ
ークに対して所定の処理を前記一定時間以内に実行する補助装置をさらに具備する
　組立装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の組立装置であって、
　前記作業台は、前記一定時間毎に所定角度ずつ回転する回転テーブルで構成され、
　前記第１のロボットは、前記回転テーブルとは非接触で前記回転テーブルの中心部に設
置される
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　組立装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の組立装置であって、
　前記第１のロボットを支持する第１の架台と、前記第１の架台とは独立した第２の架台
とを有する架台ユニットをさらに具備する
　組立装置。
【請求項９】
　複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数の作業領域へ前
記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる作業台と、
　前記円周の内側に配置され、前記複数の作業領域にアクセス可能な第１のロボットと、
　前記円周の外側に配置され、前記複数の作業領域のうち少なくとも１つの作業領域にア
クセス可能な第２のロボットと、
　前記複数の作業領域のうちの所定の複数の作業領域上のワークに対して前記一定時間内
に前記第１のロボットおよび前記第２のロボットにより所定の処理を実行させるコントロ
ーラと、
　を具備する組立装置。
【請求項１０】
　円周に沿って配列された複数の作業領域へ複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させ
、
　前記円周の内側に配置された第１のロボットに、前記一定時間内に、前記複数の作業領
域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する所定の処理を実行させ、
　前記円周の外側に配置された第２のロボットに、前記所定の複数の作業領域のうち少な
くとも１つの作業領域上の前記ワークに対する前記第１のロボットの処理を補助する動作
を実行させる
　組立装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本技術は、例えば電子機器の組立などに用いられる複数台のロボットを備えた組立装置
及びその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、電子機器や電子部品の製造ラインにおけるワークの組立及び搬送工程には、種
々の産業用ロボット装置が用いられている。この種の産業用ロボット装置においては、例
えば、作業効率の向上等が要求されている。
【０００３】
　例えば特許文献１には、各作業エリアが周囲に配置された設置部材と、上記設置部材の
中央に設けられた自動組立装置と、上記設置部材に対するワークの投入及び搬出を補助す
る自走台車とを備えた部品供給装置が記載されている。これにより、ワークの組立から搬
出までの一連の工程が自動組立装置と自走台車により分担できるので、作業効率の向上を
可能としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】昭５９－７３２４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、ワークの全組立工程を自動組立装置が行
っているため、ワークの組立に要する時間が自動組立装置の作業能力に依存してしまう。
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これにより、ワークの組立から搬送までの作業全体の時間短縮に限界が生じ、電子機器や
電子部品を製造する上で、生産性の更なる向上が困難となる課題がある。
【０００６】
　以上のような事情に鑑み、本技術の目的は、生産性を上げることが可能な組立装置及び
この組立装置の制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本技術の一形態に係る組立装置は、作業台と、第１のロボッ
トと、第２のロボットと、コントローラとを有する。
　上記作業台は、複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数
の作業領域へ上記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる。
　上記第１のロボットは、上記円周の内側に配置され、上記複数の作業領域にアクセス可
能に構成される。
　上記第２のロボットは、上記円周の外側に配置され、上記複数の作業領域のうち少なく
とも１つの作業領域にアクセス可能に構成される。
　上記コントローラは、上記複数の作業領域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々
に対して上記一定時間内における所定の処理を上記第１のロボットに実行させ、上記所定
の複数の作業領域のうち少なくとも１つの作業領域上の上記ワークに対する上記第１のロ
ボットの処理を補助する動作を上記第２のロボットに実行させるように構成される。
【０００８】
　上記組立装置は、第１のロボットによるワークの組立作業が第２のロボットによって補
助されるように構成される。これにより、装置全体のサイクルタイムが、長大なサイクル
タイムを有する第１のロボットの組立作業に左右されなくなり、結果的に装置全体のサイ
クルタイムをこれまでの技術より短縮させることが可能となる。従って、本技術によれば
、電子機器や電子部品を製造する上で、生産性の更なる向上を実現することが可能な組立
装置を提供することができる。
【０００９】
　上記組立装置は、第１の部品を収納する部品収納部をさらに具備し、
　上記所定の複数の作業領域は、上記ワークに上記第１の部品が組み付けられる第１の組
立領域を含み、
　上記コントローラは、上記第１のロボットと上記部品収納部との間に設定された中継位
置へ上記第１の部品を上記部品収納部から搬送する動作を上記第２のロボットに実行させ
、上記中継位置に搬送された上記第１の部品を取得し上記第１の組立領域で上記ワークに
組み付ける動作を上記第１のロボットに実行させてもよい。
【００１０】
　これにより、第１のロボットが部品収納部から第１の部品を取得する必要がなくなり、
第１のロボットが第１の部品を取得するまでの時間が短縮される。従って、第１のロボッ
トの作業能率が向上し、ワークの組立の時間の更なる短縮が可能となる。
【００１１】
　上記組立装置は、上記中継位置に配置され、上記第１の部品を支持可能な部品支持台を
さらに具備してもよい。
【００１２】
　これにより、第２のロボットは部品支持台を介して第１の部品を間接的に第１のロボッ
トへ渡すことができる。従って、第２のロボットは第１の部品を第１のロボットへ渡すま
で待機する必要がなくなり、第２のロボットの作業能率の向上を実現することが可能とな
る。
【００１３】
　上記所定の複数の作業領域は、上記ワークに第２の部品が組み付けられる第２の組立領
域を含み、
　上記コントローラは、上記第２の組立領域で上記第２の部品を上記ワークに組み付ける
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動作を上記第２のロボットに実行させてもよい。
【００１４】
　これにより、第２のロボットが第２の組立領域で上記ワークに第２の部品を組み付けて
いる間に、第１のロボットは第２の組立領域とは異なる作業領域で所定の組立作業を並行
して行うことができる。従って、ワークが組み立てられるまでの生産性が向上される。
【００１５】
　上記コントローラは、上記所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する上記第１のロ
ボットによる所定の処理が上記一定時間内に遂行可能か否かを判定し、遂行不可能と判断
したときは、前記第１のロボットに代わって前記第２のロボットに前記所定の処理を実行
させてもよい。
【００１６】
　これにより、所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する第１のロボットによる所定
の処理が上記一定時間内に遂行不可能であってとしても、第１のロボットが実行予定であ
ったその後の組立作業が第２のロボットに引き継がれ、ワークの組立作業が第１及び第２
のロボットにより分担される。従って、ワークＷが組み立てられるまでのサイクルタイム
が、目標とするサイクルタイムに収められ、装置全体のサイクルタイムの長時間化が抑制
される。
【００１７】
　上記組立装置は、上記円周の外側に配置され、上記所定の複数の作業領域とは異なる作
業領域上の上記ワークに対して所定の処理を上記一定時間以内に実行する補助装置をさら
に具備してもよい。
【００１８】
　これにより、ワークの組立作業が第１及び第２のロボットと補助装置により分担される
こととなり、ワークが組み立てられるまでの時間が短縮され、生産性が向上される。
【００１９】
　上記作業台は、上記一定時間毎に所定角度ずつ回転する回転テーブルで構成され、
　上記第１のロボットは、上記回転テーブルとは非接触で上記回転テーブルの中心部に設
置されてもよい。
【００２０】
　これにより、第１のロボットとの接触による回転テーブルの振動の発生が防止され、複
数の作業領域上の各々のワークに対して所定の処理を確実に行うことが可能となる。
【００２１】
　上記組立装置は、上記第１のロボットを支持する第１の架台と、上記第１の架台とは独
立した第２の架台とを有する架台ユニットをさらに具備してもよい。
【００２２】
　本技術の架台ユニットにおいては、第１の架台及び第２の架台が連結フレームを介して
一体化されているため、例えば、装置の立ち上げ時やラインのレイアウト変更時において
、両架台の所望とする設置精度を確保することができる。これにより、２つの架台が分離
している場合と比較して、架台ユニットの設置作業性を高めることができる。
【００２３】
　上記目的を達成するため、本技術の一形態に係る組立装置は、作業台と、第１のロボッ
トと、第２のロボットと、コントローラとを有する。
　上記作業台は、複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数
の作業領域へ上記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる。
　上記第１のロボットは、上記円周の内側に配置され、上記複数の作業領域にアクセス可
能に構成される。
　上記第２のロボットは、上記円周の外側に配置され、上記複数の作業領域のうち少なく
とも１つの作業領域にアクセス可能に構成される。
　上記コントローラは、上記複数の作業領域のうちの所定の複数の作業領域上のワークに
対して上記一定時間内に上記第１のロボット及び上記第２のロボットにより所定の処理を
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実行させるように構成される。
【００２４】
　これにより、ワークの組立作業が第１及び第２のロボットにより分担される。従って、
ワークＷが組み立てられるまでのサイクルタイムをこれまでの技術よりも短縮することが
き、生産性の更なる向上を実現することが可能となる。
【００２５】
　上記目的を達成するため、本技術の一形態に係る組立装置の制御方法は、
　円周に沿って配列された複数の作業領域へ複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させ
、
　上記円周の内側に配置された第１のロボットに、上記一定時間内に、上記複数の作業領
域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する所定の処理を実行させ、
　上記円周の外側に配置された第２のロボットに、上記所定の複数の作業領域のうち少な
くとも１つの作業領域上の上記ワークに対する上記第１のロボットの処理を補助する動作
を実行させる。
【発明の効果】
【００２６】
　以上のように、本技術によれば、生産性を上げることが可能な組立装置及びこの組立装
置の制御方法を提供することができる。なお、ここに記載された効果は必ずしも限定され
るものではなく、本開示中に記載されたいずれかの効果であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本技術の一実施形態に係る生産システムの構成を示す概略平面図である。
【図２】ワークの要部の分解斜視図である。
【図３】本技術の一実施形態に係る組立装置の要部を示す概略平面図である。
【図４】上記組立装置の作業台の要部を示す概略斜視図である。
【図５】上記作業台を正面方向から見た要部の断面図である。
【図６】上記作業台の要部の平面図である。
【図７】上記組立装置よるワークの搬入／搬出までの工程を示すフロー図である。
【図８】上記組立装置の第１及び第２のロボットのシーケンス動作の経時的な流れを示す
図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本技術に係る実施形態を、図面を参照しながら説明する。
【００２９】
　（第１の実施形態）
　図１は、本技術の一実施形態に係る生産システム１の構成を示す概略平面図である。な
お、図においてＸ軸、Ｙ軸及びＺ軸は、相互に直交する３軸方向を示しており、Ｘ軸及び
Ｙ軸は水平方向、Ｚ軸は高さ方向に相当する（以下の各図においても同様）。
【００３０】
　＜＜生産システムの概要＞＞
　本実施形態において、生産システム１は、図１に示すように、ワークＷを搬送する搬送
ライン１００と組立装置２００とを有する。
【００３１】
　＜搬送ライン＞
　搬送ライン１００は、組立前のワークＷ（Ｗ１）を搬送する第１の搬送コンベヤ１０１
と、組立後のワークＷ（Ｗ２）を搬送する第２の搬送コンベヤ１０２とを有する。第１の
搬送コンベヤ１０１及び第２の搬送コンベヤ１０２はそれぞれＸ軸方向に沿ってワークＷ
１，Ｗ２を直線的に搬送する直線コンベヤで構成されるが、勿論これに限られず、少なく
とも何れか一方がワークを曲線状に搬送することが可能なコンベヤで構成されてもよい。
【００３２】
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　（ワークについて）
　図２は、ワークＷの要部の分解斜視図である。ワークＷは、図２に示すように、組立前
のワークＷ１と、ワークＷ１に組み付けられる部品Ａ～Ｃを含む。ここで、生産システム
１は、図２に示すように、半完成状態である機器本体（ワーク）Ｗ１に部品Ａ～Ｃを順次
取り付けて、ワークＷ２を製造し、搬送するように構成される。
【００３３】
　ワークＷは特に限定されず、例えば、電気・電子部品や機械部品、あるいはこれら部品
の集合体からなる製品やユニット機器などが挙げられ、具体的には光ディスクドライブ等
を搭載した電子機器等が採用される。また、本実施形態では、部品Ａは金属製のシールド
部材であり、部品Ｂ及び部品Ｃはプラスチック製のカバー部材であるが、これに限定され
るものではない。
【００３４】
　また、本実施形態ではワークＷは、搬送ライン１００上において部品Ａ及び部品Ｂが取
り付けられる側が鉛直上方側となるように横臥した姿勢で載置され、当該姿勢が維持され
たまま作業台５０へ搬送される。なおこれに限られず、ワークＷの姿勢は、搬送ライン１
００及び組立装置２００の構成に応じて適宜設定変更可能である。
【００３５】
　＜組立装置＞
　続いて、組立装置２００の構成について説明する。組立装置２００は、図１に示すよう
に、作業台５０と、第１のロボット（Ａ）としての第１のロボット１０と、第２のロボッ
ト（Ｂ）としての第２のロボット２０と、コントローラ８０とを有する。
【００３６】
　［作業台］
　図３は、組立装置２００の要部を示す概略平面図である。本実施形態に係る作業台５０
は、作業テーブル５１を備える。作業テーブル５１は、同図に示すように、固定テーブル
部５２と、固定テーブル部５２の内周領域に設けられた回転テーブル部５３とを有する。
【００３７】
　回転テーブル部５３は、図３に示すように、円周に沿って等角度間隔で配列された複数
の作業領域Ｐ１～Ｐ８を有する。ワークＷは、回転テーブル部５３上の複数の作業領域Ｐ
１～Ｐ８に順次搬送され、各作業領域Ｐ１～Ｐ８において予め設定された所定の作業、例
えば、部品の取り付け又は組み立て、姿勢変換等が実施される。後述するように、ワーク
Ｗは、搬送ライン１００（第１の搬送コンベヤ１０１）から作業領域Ｐ１へ搬送され、各
作業領域Ｐ２～Ｐ８を経て、再び搬送ライン１００（第２の搬送コンベヤ１０２）に戻さ
れる。
【００３８】
　回転テーブル部５３は、載置面内において所定角度ピッチでＺ軸（図１）まわりに間欠
的に回転することが可能なインデックステーブルで構成される。本実施形態では、回転テ
ーブル部５３は、ワークＷを支持することが可能な複数の受け台Ｒを有する。複数の受け
台Ｒは、図３示すように、各作業領域に等角度間隔で設置されている。これにより、８個
のワークＷが等角度間隔（４５度間隔）で受け台Ｒに配置される。このため回転テーブル
部５３は、４５度ピッチで一定方向（例えば図３において時計方向）に回転するように構
成される。
【００３９】
　また、回転テーブル部５３は、所定時間ごとに４５度ピッチで回転する。上記所定時間
は、回転テーブル部５３の各回転位置において、ワークＷ（Ｗ１，Ｗ２）の搬入／搬出を
含む所定の処理を実施することができる時間に設定される。典型的には、上記所定時間は
各作業領域で行われる作業のうち、処理に要する時間が最も長い時間を基準に設定される
。
【００４０】
　つまり、本実施形態に係る回転テーブル部５３は、作業領域Ｐ１に搬送されたワークＷ
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を各作業領域Ｐ１からＰ８へワークＷを個々に一定時間毎に巡回させるように構成される
。なお、上記の一定時間とは、回転テーブル部５３の間欠回転周期（回転テーブル部５３
が静止している時間）であり、以降の説明では「時間Ｔ１」とする。
【００４１】
　さらに、回転テーブル部５３の中心部には、図３に示すように、第１のロボット１０を
設置するための開口部５０ａが設けられており、開口部５０ａと第１のロボット１０との
間には一定の隙間が形成される。これにより、第１のロボット１０は、回転テーブル部５
３（開口部５０ａ）とは非接触で配置されることとなるので、第１のロボット１０との接
触による作業テーブル５１の振動の発生が防止される。なお、本実施形態に係る回転テー
ブル部５３の形状は図３に示すように円形であるが、これに限定されず、矩形状等任意の
形状とすることができる。
【００４２】
　（架台ユニット）
　図４は作業台５０の要部を示す概略斜視図であり、図５は作業台５０を正面方向から見
た要部の断面図（図６における［Ａ］－［Ａ］線断面図）である。また、図６は作業台５
０の要部の平面図である。各図においてＸ軸及びＹ軸方向は相互に直交する水平方向を示
し、Ｚ軸はこれらに直交する高さ方向を示している。
【００４３】
　本実施形態に係る作業台５０は、図５に示すように、作業テーブル５１と第１のロボッ
ト１０を共通に支持する架台ユニット５４を有する。架台ユニット５４は、図４に示すよ
うに、骨組み構造を有する立体的な金属製の枠体で構成される。また、架台ユニット５４
は、図５に示す床面Ｓから所定の高さＨ１、Ｈ２の位置にそれぞれ第１のロボット１０及
び作業テーブル５１を設置可能にその高さが設定されている。
【００４４】
　また、架台ユニット５４は、図４～図６に示すように、第１の架台５４０と、第２の架
台５５０と、連結フレーム５６０とを有する。
【００４５】
　（第１の架台）
　第１の架台５４０は、立体的な金属製の枠体で構成される。第１の架台５４０は、第１
のロボット１０を支持する第１の上端部５４０Ｔと、床面Ｓに設置される第１の底部５４
０Ｂとを有する。
【００４６】
　第１の架台５４０は、さらに、第１のベースフレーム５４１と、第２のベースフレーム
５４２との組み合わせ構造を有する。
【００４７】
　第１のベースフレーム５４１は、第１の底部５４０Ｂを含む骨組み構造を有する。すな
わち第１のベースフレーム５４１は、Ｘ軸方向に延びる複数の軸部材５４１ｘと、Ｙ軸方
向に伸びる複数の軸部材５４１ｙと、Ｚ軸方向に延びる複数の軸部材５４１ｚとを含み、
これら複数の軸部材を相互に組み合わせた立体構造の枠体で構成される。第１の底部５４
０Ｂは、床面Ｓに平行な枠面で構成される。
【００４８】
　第２のベースフレーム５４２は、第１の上端部５４０Ｔを含む骨組み構造を有する。す
なわち第２のベースフレーム５４２は、Ｘ軸方向に延びる複数の軸部材５４２ｘと、Ｙ軸
方向に伸びる複数の軸部材５４２ｙと、Ｚ軸方向に延びる複数本の軸部材５４２ｚとを含
み、これら複数の軸部材を相互に組み合わせた立体構造の枠体で構成される。第１の上端
部５４０Ｔは、床面Ｓに平行な枠面で構成される。
【００４９】
　第２のベースフレーム５４２を構成する複数の軸部材５４２ｘ，５４２ｙ，５４２ｚは
、第１のベースフレーム５４１を構成する複数の軸部材５４１ｘ，５４１ｙ，５４１ｚよ
りも短い軸長を有する。このように構成された第２のベースフレーム５４２は、第１のベ
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ースフレーム５４１の上部中央に設置される。
【００５０】
　第１のベースフレーム５４１及び第２のベースフレーム５４２は、上記複数の軸部材を
ボルト締結あるいは溶接等により結合あるいは一体化される。上記各軸部材の長さ、断面
形状、太さ等は特に限定されず、第１のロボット１０を安定に支持することができる所定
の剛性及び強度が得られるように設計される。
【００５１】
　本実施形態において、第２のベースフレーム５４２は、第１のベースフレーム５４１に
対して着脱可能に構成される。この場合、第２のベースフレーム５４２は、第１のロボッ
ト１０と共に第１のベースフレーム５４１に対して取り外される。これにより、第１のロ
ボット１０の種類に応じて第２のベースフレーム５４２の構成を最適化することができる
。
【００５２】
　（第２の架台）
　第２の架台５５０は、第１の架台５４０と同様に、立体的な金属製の枠体で構成される
。第２の架台５５０は、作業テーブル５１を支持する第２の上端部５５０Ｔと、床面Ｓに
設置される第２の底部５５０Ｂとを有する。
【００５３】
　第２の架台５５０は、第２の底部５５０Ｂと第２の上端部５５０Ｔとを含む骨組み構造
を有し、第１の架台５４０を囲むように構成される。第２の底部５５０Ｂ及び第２の上端
部５５０Ｔは、それぞれ床面Ｓに平行な枠面で構成される。本実施形態において第２の架
台５５０は、本体フレーム部５５１と、複数の補助フレーム部５５２とを有する。
【００５４】
　本体フレーム部４２１は、Ｘ軸方向に延びる複数の軸部材４２１ｘと、Ｙ軸方向に伸び
る複数の軸部材４２１ｙと、Ｚ軸方向に延びる複数本の軸部材４２１ｚとを含み、これら
複数の軸部材を相互に組み合わせた直方体形状の枠体で構成される。
【００５５】
　本体フレーム部５５１を構成する複数の軸部材５５１ｘ，５５１ｙ，５５１ｚは、第１
のベースフレーム５４１を構成する複数の軸部材５４１ｘ，５４１ｙ，５４１ｚよりも長
い軸長を有する。本実施形態では、Ｚ軸方向に沿った軸部材５５１ｚは、第１のベースフ
レーム５４１の軸部材５４１ｚと第２のベースフレーム５４２の軸部材５４２ｚとの和よ
りも大きい軸長を有する。
【００５６】
　複数の補助フレーム部４２２は、本体フレーム部４２１の四側面にそれぞれ設置される
。補助フレーム部４２２は、Ｘ軸方向に延びる複数の軸部材４２２ｘと、Ｙ軸方向に延び
る複数の軸部材４２２ｙと、Ｚ軸方向に延びる複数本の軸部材４２２ｚとを含み、これら
複数の軸部材を相互に組み合わせた直方体形状の枠体で構成される。
【００５７】
　各補助フレーム部５５２及び本体フレーム部５５１各々の上面は、相互に面一となるよ
うに構成され、これにより第２の上端部５５０Ｔが形成される。第２の上端部５５０Ｔの
適宜の位置には、作業テーブル５１を固定するための複数のボルト締結孔が設けられてい
る。
【００５８】
　一方、各補助フレーム部５５２及び本体フレーム部５５１各々の下面は、相互に面一と
なるように形成され、これにより第２の底部５５０Ｂが形成される。第２の底部５５０Ｂ
は、図示しない複数のアンカーボルトを介して床面Ｓに固定される。これらアンカーボル
トによる固定位置は特に限定されず、例えば図６において符号Ｐで示す補助フレーム部５
５２上の複数の固定位置において、架台ユニット５４が床面Ｓに固定される。
【００５９】
　本体フレーム部５５１及び補助フレーム部５５２は、上記複数の軸部材をボルト締結あ
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るいは溶接等により結合あるいは一体化される。上記各軸部材の長さ、断面形状、太さ等
は特に限定されず、作業テーブル５１を安定に支持することができる所定の剛性及び強度
が得られるように設計される。
【００６０】
　（連結フレーム）
　連結フレーム５６０は、第１の底部５４０Ｂと第２の底部５５０Ｂとを相互に連結する
複数の軸部材で構成される。第１の底部５４０Ｂ及び第２の底部５５０Ｂは、それぞれ同
一の平面上に形成される。連結フレーム５６０は、当該平面に平行な複数の軸部材で構成
され、本実施形態では、図６に示すように、Ｘ軸方向に延びる複数の軸部材５６０ｘで構
成されるが、これに代えて又はこれに加えて、Ｙ軸方向に延びる複数の軸部材で構成され
てもよい。
【００６１】
　連結フレーム５６０を構成する複数の軸部材５６０ｘは、それぞれ独立した軸部材で構
成されてもよいし、第１の架台５４０又は第２の架台５５０を構成する軸部材と共通に構
成されてもよい。本実施形態において軸部材５６０ｘは、第１の底部５４０Ｂを構成する
軸部材５４０ｘと共通の軸部材で構成され、第２の底部５５０Ｂを構成する本体フレーム
部５５１の軸部材５５１ｙにボルト締結あるいは溶接により一体的に接合されている。
【００６２】
　連結フレーム５６０が第１の底部５４０Ｂと第２の底部５５０Ｂとの間に設けられるた
め、第１の上端部５４０Ｔから第２の上端部５５０Ｔに至るまでに、第１及び第２の架台
５４０，５５０を構成する複数の軸部材が介在することになる。これにより、第１のロボ
ット１０を支持する第１の上端部５４０Ｔから作業テーブル５１を支持する第２の上端部
５５０Ｔまでの振動伝達経路を最大限長くすることができる。したがって、第１のロボッ
ト１０の旋回、伸縮等の動作に伴って発生する振動が、ワークＷ（受け台Ｒ）が載置され
る作業テーブル５１へ伝達しにくくなり、ワークＷの組立作業を安定かつ適正に実施する
ことが可能となる。
【００６３】
　特に本実施形態において、第１の架台５４０は、第１及び第２のベースフレーム５４１
，５４２の組み合わせ構造を有し、かつ、第２のベースフレーム５４２が第１のベースフ
レーム５４１よりも幅狭に構成されているため、振動面である第１の上端部５４０Ｔから
連結フレーム５６０までの到達距離が、軸部材５４０ｘ，５４０ｙを経由する分延長され
る。これにより、第１の架台５４０の剛性及び強度を高めつつ、作業テーブル５１への振
動伝達阻止機能のさらなる向上を図ることができる。
【００６４】
　また、本実施形態によれば、第２の架台５５０の第２の底部５５０Ｂを複数のアンカー
ボルトで床面Ｓに固定しているため、当該床面Ｓとの固定位置において振動伝達経路の縁
切り効果を生じさせることができる。特に、第１及び第２の架台５４０，５５０において
Ｚ軸方向に延びる軸部材（支柱）の直下にアンカーボルトによる固定位置を設定すること
で、上記効果をより顕著なものとすることができる。なお、当該アンカーボルトによる固
定位置を連結フレーム５６０に設定することによっても、上述と同様の効果を得ることが
できる。
【００６５】
　さらに、本実施形態の架台ユニット５４においては、第１の架台５４０及び第２の架台
５５０が連結フレーム５６０を介して一体化されているため、例えば、装置の立ち上げ時
やラインのレイアウト変更時において、両架台５４０，５５０の所望とする設置精度を確
保することができる。これにより、２つの架台が分離している場合と比較して、架台ユニ
ットの設置作業性を高めることができる。
【００６６】
　［第１のロボット］
　第１のロボット１０は、作業台５０の中心に配置され、Ｚ軸周りに回転可能に構成され
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る。また、第１のロボット１０は、作業台５０の開口部５０ａから上方に突き出るように
第１の架台５４０の第１の上端部５４０Ｔに設置される。これにより、第１のロボット１
０は作業台５０（回転テーブル部５３）上の複数の作業領域Ｐ１～Ｐ８の全てにアクセス
することができる。
【００６７】
　また、第１のロボット１０は、図５に示すように、多関節アーム１１と、多関節アーム
１１の先端部に接続されたハンド部１２と、多関節アーム１１の基端部に接続された駆動
ユニット１３とを有する。
【００６８】
　多関節アーム１１は、例えば垂直多関節アームで構成されるが、これに限られず、水平
多関節型（ＳＣＡＲＡ（Selective Compliance Assembly Robot Arm）型とも言う。）、
フログレグ（frog leg）型、パラレルリンク型等の他の形式の多関節アームで構成されて
もよい。
【００６９】
　駆動ユニット１３は、多関節アーム１１と第１の架台５４０の第２のベースフレーム５
４２との間に固定され、コントローラ８０から送信される制御指令に基づいて多関節アー
ム１１及びハンド部１２を駆動する。コントローラ８０は、多関節アーム１１の伸縮、Ｚ
軸まわりの旋回及びハンド部１２の回転等の動作を制御する。典型的には、コントローラ
８０は、当該コントローラのメモリに格納されたプログラムを実行することで、第１のロ
ボット１０を所定のシーケンスで動作させる。
【００７０】
　［第２のロボット］
　第２のロボット２０は、Ｚ軸周りに回転可能に構成され、作業台５０の外側で複数の作
業領域Ｐ１～Ｐ８のうち少なくとも１つの作業領域にアクセス可能な位置に配置される。
【００７１】
　また、第２のロボット２０は、典型的には第１のロボット１０と同様の構成とすること
ができるがこれに限定されるものではない。なお、第２のロボット２０の構成は組立装置
２００の構成に応じて適宜変更されてもよい。
【００７２】
　［コントローラ］
　第１及び第２のロボット１０，２０の動作、回転テーブル部５３の回転動作などは、コ
ントローラ８０によって制御される。コントローラ８０は、典型的にはコンピュータで構
成される。コントローラ８０は、搬送ライン１００の動作を制御するように構成されても
よい。また、コントローラ８０は、組立装置２００の一部として構成されてもよいし、組
立装置２００とは別の制御装置で構成されてもよい。
【００７３】
　［その他］
　本実施形態に係る組立装置２００は、図１に示すように、第３のロボット（Ｃ）として
の第３のロボット３０と、第１乃至第３の部品収納部４０ａ～４０ｃと、部品支持台７０
と、ワークＷの組立を補助する第１乃至第３の補助装置６０ａ～６０ｃを有する構成とす
ることができる。
【００７４】
　第３のロボット３０は、同図に示すように、作業台５０の外側で作業台５０と搬送ライ
ン１００に近接した位置に配置され、第１の搬送コンベヤ１０１から作業台５０への組立
前のワークＷ１を搬送し、作業台５０から第２の搬送コンベヤ１０２へ組立後のワークＷ
２を搬送可能に構成される。
【００７５】
　第１の部品収納部４０ａは、図１に示すように、作業台５０の外側で作業領域Ｐ４近傍
の位置に配置される。本実施形態では、第１の部品収納部４０ａにはワークＷに取り付け
られる部品Ａが載置されている。
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【００７６】
　第２及び第３の部品収納部４０ｂ，４０ｃは、図１に示すように、作業外５０の外側で
第２のロボット２０がアクセス可能な位置に配置される。本実施形態では、第２の部品収
納部４０ｂには部品Ｂが載置されていて、第３の部品収納部４０ｃには部品Ｃが載置され
ている。
【００７７】
　第１乃至第３の部品収納部４０ａ～４０ｃは、特に限定されないが、典型的にはワーク
Ｗに取り付けられる部品を載置可能なストッカー等の部品棚である。
【００７８】
　部品支持台７０は、図１に示すように、作業台５０の外側で作業領域Ｐ６近傍の位置に
配置され、第３の補助装置６０ｃの鉛直上方に設けられる。本実施形態では、部品支持台
７０は、部品Ｂを支持可能に構成される。
【００７９】
　ここで、部品支持台７０が配置される位置は、同図に示すように第１のロボット１０と
第２の部品収納部４０ｂとの間に配置され、部品Ｂが第２のロボット２０から第１のロボ
ットへ間接的に渡される中継位置となる。なお、本実施形態に係る部品支持台７０は、部
品Ｂを支持可能な支持台（載置台）等であれば特に限定されるものではない。
【００８０】
　第１の補助装置６０ａは、図１に示すように、作業台５０の外側で作業領域Ｐ３近傍の
位置に配置され、部品Ａが組み付けられたワークＷをネジ締め可能に構成される。
【００８１】
　第２の補助装置６０ｂは、同１に示すように、作業台５０の外側で作業領域Ｐ５近傍の
位置に配置され、部品Ａと部品Ｂが組み付けられたワークＷをネジ締め可能に構成される
。
【００８２】
　第３の補助装置６０ｃ、図１に示すように、作業台５０の外側で作業領域Ｐ６近傍の位
置に配置される。本実施形態では、第３の補助装置６０ｃは、部品Ａと部品Ｂが取り付け
られ、ネジ締めされたワークＷの表裏を反転させるように構成された反転装置である。
【００８３】
　＜組立装置の動作＞
　次に、組立装置２００の動作について説明する。図７は組立装置２００よるワークＷ１
の搬入からワークＷ２の搬出までの工程を示すフロー図である。
【００８４】
　組立装置２００は、作業テーブル５１の回転テーブル部５３を所定時間毎に等角度ピッ
チで回転させながら各回転位置において組立前のワークＷ１の搬入と、ワークＷの組立動
作と、組立後のワークＷ２の搬出を実行する。組立装置２００の動作は、コントローラ８
０により制御される。
【００８５】
　図１に示すように、組立装置２００は、複数の作業領域Ｐ１～Ｐ８を有する。作業領域
Ｐ１は、組立前のワークＷ１が搬入される領域を兼ねる。本実施形態では第３のロボット
３０が搬送ライン１００（第１の搬送コンベヤ１０１）から作業領域Ｐ１へ組立前のワー
クＷ１を搬入する（Ｓｔ１０１）。次に、第１のロボット１０は、部品Ａが予め載置され
ている第１の部品収納部４０ａから部品Ａをピックアップする（Ｓｔ１０２）。そして、
ワークＷ１が作業領域Ｐ１へ搬入されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル
部５３が時計周りに１ピッチ（４５°）回転し、ワークＷ１が作業領域Ｐ２へ搬送される
。
【００８６】
　続いて、作業領域Ｐ２において、第１のロボット１０が作業領域Ｐ１から搬送されてき
たワークＷ１に部品Ａを組み付ける（Ｓｔ１０３）。そして、ワークＷ１が作業領域Ｐ２
へ搬送されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周りに１ピッ
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チ（４５°）回転し、部品Ａが組み付けられたワークＷが作業領域Ｐ２からＰ３へ搬送さ
れる。
【００８７】
　続いて、作業領域Ｐ３において、作業領域Ｐ２から搬送されてきた部品Ａが組み付けら
れたワークＷのネジ締めが第１の補助装置６０ａにより行われる（Ｓｔ１０４）。次に、
第２のロボット２０が、部品Ｂが予め載置されている第２の部品収納部４０ｂから部品Ｂ
をピックアップし（Ｓｔ１０５）、部品支持台７０へ部品Ｂを移載する（Ｓｔ１０６）。
そして第１のロボット１０が部品支持台７０から部品Ｂをピックアップする（Ｓｔ１０７
）。次いで、部品Ａが組み付けられたワークＷが作業領域Ｐ３へ搬送されてから一定時間
（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周りに１ピッチ（４５°）回転し、当該
ワークＷが作業領域Ｐ３からＰ４へ搬送される。
【００８８】
　続いて、作業領域Ｐ４において、第１のロボット１０が作業領域Ｐ３から搬送されてき
た上記ワークＷに部品Ｂを組み付ける（Ｓｔ１０８）。そして、上記ワークＷが作業領域
Ｐ４へ搬送されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周りに１
ピッチ（４５°）回転し、部品Ａと部品Ｂが組み付けられたワークＷが作業領域Ｐ４から
Ｐ５へ搬送される。
【００８９】
　続いて、作業領域Ｐ５において、作業領域Ｐ４から搬送されてきた上記ワークＷのネジ
締めが第２の補助装置６０ｂにより行われる（Ｓｔ１０９）。そして、上記ワークＷが作
業領域Ｐ３へ搬送されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周
りに１ピッチ（４５°）回転し、部品Ａと部品Ｂが組み付けられ、ネジ締めされたワーク
Ｗが作業領域Ｐ５からＰ６へ搬送される。
【００９０】
　続いて、作業領域Ｐ６において、第３の補助装置６０ｃにより作業領域Ｐ５から搬送さ
れてきた上記ワークＷの表裏が反転される（Ｓｔ１１０）。次に、第２のロボット２０は
、部品Ｃが予め載置されている第３の部品収納部４０ｃから部品Ｃをピックアップする（
Ｓｔ１１１）。そして、上記ワークＷが作業領域Ｐ６へ搬送されてから一定時間（時間Ｔ
１）経過後、回転テーブル部５３が時計周りに１ピッチ（４５°）回転することにより、
上記ワークＷは表裏が反転した状態で作業領域Ｐ７へ搬送される。
【００９１】
　続いて、作業領域Ｐ７において、第２のロボット２０が作業領域Ｐ６から搬送されてき
た上記ワークＷに部品Ａ及び部品Ｂが組み付けられた側と反対側から部品Ｃを組み付ける
ことにより（Ｓｔ１１２）、ワークＷ２が組み立てられる。そして、上記ワークＷが作業
領域Ｐ７へ搬送されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周り
に１ピッチ（４５°）回転し、ワークＷ２が作業領域Ｐ７からＰ８へ搬送される。
【００９２】
　続いて、作業領域Ｐ８へ搬送されたワークＷ２が第３のロボット３０により搬送ライン
１００（第２の搬送コンベヤ１０２）へ搬出される（Ｓｔ１１３）。作業領域Ｐ８は、組
立後のワークＷ２が搬出される領域を兼ねる。そして、ワークＷ２が作業領域Ｐ８へ搬送
されてから一定時間（時間Ｔ１）経過後、回転テーブル部５３が時計周りに１ピッチ（４
５°）回転し、再度第３のロボット３０により搬送ライン１００（第１の搬送コンベヤ１
０１）から作業領域Ｐ１へ組立前のワークＷ１が搬入される。
【００９３】
　組立装置２００は、典型的には、上記工程（Ｓｔ１０１～Ｓｔ１１３）を繰り返し実行
することで、ワークＷを作業領域Ｐ１から作業領域Ｐ８へ順次搬送し、各作業領域で所定
の組立作業を実施する。
【００９４】
　以上のようにして、ワークＷ１からワークＷ２が組み立てられるまでの組立装置２００
による組立作業が行われる。コントローラ８０は、回転テーブル部５３、第１及び第２の
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ロボット１０，２０等の駆動を制御することで、装置全体を所定のサイクルタイムで稼働
させる。
【００９５】
　なお、本実施形態に係る組立装置２００は、典型的には作業領域Ｐ１へ搬入されたワー
クＷ１が次の作業領域Ｐ２へ搬送された後、順次作業領域Ｐ１へ新たなワークＷ１が搬入
される。
【００９６】
　一般に、複数台のロボットを有するロボット装置で電子機器や電子部品の製造ラインに
おけるワークの組立及び搬送工程が分担される場合、当該装置のサイクルタイムは、最も
時間を要するワークの組立作業のサイクルタイムに依存する。それ以外の作業に要する時
間がどんなに短くても、装置全体のサイクルタイムを最長の組立作業のサイクルタイムよ
り短くすることはできない。
【００９７】
　そこで、本実施形態の組立装置２００は、具体的には以下のようにして上記問題を解決
するようにしている。
【００９８】
　図８は、第１及び第２のロボット１０，２０のシーケンス動作の経時的な流れを示す図
である。ここでは、回転テーブル部５３が１ピッチ回転した後、複数の作業領域Ｐ２～Ｐ
８にワークＷが載置された状態となった直後からの組立装置２００の動作を例に挙げて説
明する。
【００９９】
　図８に示すように、組立前のワークＷ１が回転テーブル部５３の作業領域Ｐ１に搬入さ
れ、第１のロボット１０が第１の部品収納部４０ａから部品Ａをピックアップしている間
に、第２のロボット２０は第２の部品収納部４０ｂから部品Ｂをピックアップする。
【０１００】
　次いで、図８に示すように、第２のロボット２０が第２の部品収納部４０ｂからピック
アップした部品Ｂを部品支持台７０へ移載する間に、第１のロボット１０は、作業領域Ｐ
２にて、部品ＡをワークＷ１に組み付ける。
【０１０１】
　そして、第１のロボット１０がワークＷ１に対する部品Ａの組み付け作業と、第２のロ
ボット２０により第２の部品収納部４０ｂから部品支持台７０へ移載された部品Ｂをピッ
クアップする間に、第２のロボット２０は第３の部品収納部４０ｃから部品Ｃをピックア
ップする。
【０１０２】
　続いて、第１のロボット１０が部品支持台７０からピックアップした部品Ｂを作業領域
Ｐ４にてワークＷに組み付けている間に、第２のロボット２０は第３の部品収納部４０ｃ
からピックアップした部品Ｃを作業領域Ｐ７でワークＷに組み付ける。
【０１０３】
　このように、本実施形態では、図８に示すように、回転テーブル部５３が所定角度ピッ
チ（４５°）回転する前（回転テーブル部５３が静止している間（時間Ｔ１））に、第１
及び第２のロボット１０，２０による部品のピックアップ及びワークＷに対する組み付け
作業が並行して行われる。
【０１０４】
　また、本実施形態では第１及び第２のロボット１０，２０が駆動している間に、時間Ｔ
１以内で、第３のロボット３０のワーク（Ｗ１，Ｗ２）の搬入／搬出と、第１及び第２の
補助装置６０ａ，６０ｂのネジ締めと、第３の補助装置６０ｃの反転動作が上記動作と並
行して行われる。なお、第１乃至第３のロボット１０～３０は、回転テーブル部５３が回
転している間（図８（Ｔ２））に駆動することもできる。
【０１０５】
　従って、本実施形態においては、第１及び第２のロボット１０，２０と、第１乃至第３
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の補助装置６０ａ～６０ｃによるワークＷの組立作業が各作業領域において並行して行わ
れる。これにより、装置全体のサイクルタイムが最も時間のかかるワークＷの組立作業に
左右されることがなくなる。
【０１０６】
　つまり、これまでの技術であれば、ワークＷの組立作業は、複数の作業領域の全てにア
クセス可能な第１のロボット１０が主に行うことになるため、長大なサイクルタイムを有
してしまう。
【０１０７】
　そこで、本実施形態の組立装置２００は、本来ならば第１のロボット１０により主に実
施されるワークＷの組立作業が、第２のロボット２０と複数台の補助装置により補助され
ることにより、ワークが搬入／搬出されるまでのサイクルタイム（時間Ｔ１）がこれまで
の技術よりも短縮される。
【０１０８】
　従って、本実施形態によれば、組立装置２００のサイクルタイムの短縮を図ることがで
きるため、電子機器や電子部品を製造する上で、生産性の更なる向上を実現することがで
きる。なお、本実施形態において時間Ｔ１は、約４０秒とされるが、勿論これに限られな
い。
【０１０９】
　また本実施形態によれば、第１のロボット１０は、回転テーブル部５３の中心に形成さ
れた開口部５０ａ内に設置されているため、第１のロボット１０は各作業領域Ｐ１～Ｐ８
に対してそれぞれ等距離に位置することになる。これにより、第１のロボット１０は複数
の作業領域にアクセスすることができることから、ワークＷを組立てる上で複数のロボッ
トを余分に設ける必要がなくなり、装置全体のコンパクト化を図ることができる。
【０１１０】
　(第２の実施形態)
　次に、本技術に係る組立装置の第２の実施形態について説明する。以下、第１の実施形
態と同様の構成については同様の符号を付し、説明を省略又は簡略化する。
【０１１１】
　本実施形態に係る組立装置は、作業台５０と、第１及び第２のロボット１０，２０と、
コントローラとを有する。また、本実施形態においても組立装置は、上述の第１の実施形
態と同様に、第１乃至第３の部品収納部４０ａ～４０ｃと、第１乃至第３の補助装置６０
ａ～６０ｃと、部品支持台７０とを有する。
【０１１２】
　作業台５０、第１乃至第２のロボット１０，２０、第１乃至第３の補助装置６０ａ～６
０ｃ、第１乃至第３の部品収納部４０ａ～４０ｃ及び部品支持台７０は、第１の実施形態
と同様の構成を有するが、本実施形態のコントローラは、第１の実施形態のコントローラ
８０と比較して、以下の点で異なる制御を実行する。
【０１１３】
　即ち第１の実施形態では、コントローラ８０は、第１のロボット１０のワークＷの組立
作業を補助するように、第２のロボット２０等の動作を制御する。これに対し、本実施形
態におけるコントローラは、さらに、ワークＷの組立作業が複数の作業領域上で分担され
るように第１及び第２のロボット１０，２０等の動作を制御する。
【０１１４】
　例えば、本実施形態のコントローラは、所定の作業領域における第１のロボット１０の
組立時間等から、第１のロボット１０が所定の複数の作業領域上での組立作業を一定時間
（時間Ｔ１）以内に遂行可能か否かを判定し、遂行不可能と判断したときは、第１のロボ
ット１０の代わりに、第２のロボット２０に第１のロボット１０が所定の作業領域で行う
予定であった組立作業を実行させることができる。
【０１１５】
　これにより、例えば第１のロボット１０による所定の作業領域上での組立作業（例えば
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、図７（Ｓｔ１０３））が目標とするタクトタイムを超えた場合に、本実施形態のコント
ローラは第１のロボット１０が行う予定であったその後の組立作業（例えば、図７（Ｓｔ
１０８））を第２のロボット２０により実行させることができる。従って、ワークＷの組
立を時間Ｔ１以内に遂行することが可能となる。
【０１１６】
　また、本実施形態に係る組立装置は、コントローラが第２のロボット２０の動作時間等
を用いて上記と同様な判定をすることにより、ワークＷの組立作業を第１のロボット１０
と第２のロボット２０で分担することもできる。
【０１１７】
　例えば本実施形態の組立装置は、第２のロボット２０の動作（例えば、図７（Ｓｔ１０
５又はＳｔ１０６））が目標とするタクトタイムを超えた場合に、第２のロボット２０が
行う予定であったその後の組立作業（例えば、図７（Ｓｔ１１１及びＳｔ１１２））を第
２のロボット２０に代わって第１のロボット１０に行わせることもできる。これにより、
上記と同様にワークＷの組立を時間Ｔ１以内に遂行することが可能となる。
【０１１８】
　以上のことから、本実施形態の組立装置は、ワークＷの組立作業を第１及び第２のロボ
ット１０，２０で分担することができる。これにより、ワークＷ１の搬入からワークＷ２
の搬出までのサイクルタイム（時間Ｔ１）が、目標とするサイクルタイムに収められ、装
置全体のサイクルタイムの長時間化が抑制される。従って、上述の第１の実施形態と同等
の生産性を維持することが可能となる。
【０１１９】
　［変形例］
　以上、本技術の実施形態について説明したが、本技術は上述の実施形態に限定されるも
のではなく、本技術の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論で
ある。
【０１２０】
　また以上の実施形態では、第２の架台５５０は第１の架台５４０を囲むように配置され
たが、両架台のレイアウトは特に限定されない。架台の数も２台に限られず、３台以上の
架台が連結フレームを介して連結された種々の架台構造について本技術は適用可能である
。
【０１２１】
　さらに、ワークＷは回転テーブル部５３によって搬送される例に限られず、作業台５０
の中心に配置された第１のロボット１０によって搬送されてもよい。
【０１２２】
　さらに以上の実施形態では、組立装置は、回転インデックステーブルを用いてワークＷ
を円周に沿って所定角度ピッチで搬送するように構成される。ここで、本技術では上記円
周は真円の円周に限られず、例えば、半円、楕円、円弧又は曲率が０に近い円等の周囲で
あってもよい。
【０１２３】
　さらに以上の実施形態では、複数の作業領域上の各々のワークに対してそれぞれ単一の
組立作業が行われたが、これに限られず、２種以上の組立作業がおこなわれてもよい。
【０１２４】
　さらに以上の実施形態では、第１又は第２のロボット１０，２０のうち一方のロボット
の組立作業を他方のロボットに行わせることが可能な構成であるが、これに限られず、本
技術に係るコントローラは、補助装置による所定の組立作業を第１又は第２のロボット１
０，２０に実行させてもよい。
【０１２５】
　なお、本技術は以下のような構成もとることができる。
　（１）
　複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数の作業領域へ前
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記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる作業台と、
　前記円周の内側に配置され、前記複数の作業領域にアクセス可能な第１のロボットと、
　前記円周の外側に配置され、前記複数の作業領域のうち少なくとも１つの作業領域にア
クセス可能な第２のロボットと、
　前記複数の作業領域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々に対して前記一定時間
内における所定の処理を前記第１のロボットに実行させ、前記所定の複数の作業領域のう
ち少なくとも１つの作業領域上の前記ワークに対する前記第１のロボットの処理を補助す
る動作を前記第２のロボットに実行させるように構成されたコントローラと
　を具備する組立装置。
　（２）
　上記（１）に記載の組立装置であって、
　第１の部品を収納する部品収納部をさらに具備し、
　上記所定の複数の作業領域は、上記ワークに上記第１の部品が組み付けられる第１の組
立領域を含み、
　上記コントローラは、上記第１のロボットと上記部品収納部との間に設定された中継位
置へ上記第１の部品を上記部品収納部から搬送する動作を上記第２のロボットに実行させ
、上記中継位置に搬送された上記第１の部品を取得し上記第１の組立領域で上記ワークに
組み付ける動作を上記第１のロボットに実行させる
　組立装置。
　（３）
　上記（２）に記載の組立装置であって、
　上記中継位置に配置され、上記第１の部品を支持可能な部品支持台をさらに具備する
　組立装置。
　（４）
　上記（１）～（３）のいずれか１つに記載の組立装置であって、
　上記所定の複数の作業領域は、上記ワークに第２の部品が組み付けられる第２の組立領
域を含み、
　上記コントローラは、上記第２の組立領域で上記第２の部品を上記ワークに組み付ける
動作を上記第２のロボットに実行させる
　組立装置。
　（５）
　上記（１）～（４）のいずれか１つに記載の組立装置であって、
　上記コントローラは、上記所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する上記第１のロ
ボットによる所定の処理が上記一定時間内に遂行可能か否かを判定し、遂行不可能と判断
したときは、上記第１のロボットに代わって上記第２のロボットに上記所定の処理を実行
させる
　組立装置。
　（６）
　上記（１）～（５）のいずれか１つに記載の組立装置であって、
　上記円周の外側に配置され、上記所定の複数の作業領域とは異なる作業領域上の上記ワ
ークに対して所定の処理を上記一定時間以内に実行する補助装置をさらに具備する
　組立装置。
　（７）
　上記（１）～（６）のいずれか１つに記載の組立装置であって、
　上記作業台は、上記一定時間毎に所定角度ずつ回転する回転テーブルで構成され、
　上記第１のロボットは、上記回転テーブルとは非接触で上記回転テーブルの中心部に設
置される
　組立装置。
　（８）
　上記（７）に記載の組立装置であって、
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　上記第１のロボットを支持する第１の架台と、上記第１の架台とは独立した第２の架台
とを有する架台ユニットをさらに具備する
　組立装置。
　（９）
　複数のワークが載置される載置面を有し、円周に沿って配列された複数の作業領域へ上
記複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させる作業台と、
　上記円周の内側に配置され、上記複数の作業領域にアクセス可能な第１のロボットと、
　上記円周の外側に配置され、上記複数の作業領域のうち少なくとも１つの作業領域にア
クセス可能な第２のロボットと、
　上記複数の作業領域のうちの所定の複数の作業領域上のワークに対して上記一定時間内
に上記第１のロボットおよび上記第２のロボットにより所定の処理を実行させるコントロ
ーラと、
　を具備する組立装置。
　（１０）
　円周に沿って配列された複数の作業領域へ複数のワークを個々に一定時間毎に巡回させ
、
　上記円周の内側に配置された第１のロボットに、上記一定時間内に、上記複数の作業領
域のうち所定の複数の作業領域上のワーク各々に対する所定の処理を実行させ、
　上記円周の外側に配置された第２のロボットに、上記所定の複数の作業領域のうち少な
くとも１つの作業領域上の上記ワークに対する上記第１のロボットの処理を補助する動作
を実行させる
　組立装置の制御方法。
【符号の説明】
【０１２６】
　１・・・・生産システム
　１０・・・第１のロボット
　２０・・・第２のロボット
　３０・・・第３のロボット
　４０ａ・・第１の部品収納部
　４０ｂ・・第２の部品収納部
　４０ｃ・・第３の部品収納部
　５０・・・作業台
　５３・・・回転テーブル部
　５４・・・架台ユニット
　６０ａ・・第１の補助装置
　６０ｂ・・第２の補助装置
　６０ｃ・・第３の補助装置
　７０・・・部品支持台
　８０・・・コントローラ
　１００・・搬送ライン
　２００・・組立装置
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